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該当する口には レ 印を記入してください`体 定|'栄者以外の車業者の方はレ印の赳人ほ不要です.
「基中年度Jと はF'LH)切出の前年度を  r目 ぼ1:度」とは計画町P]の旗終年度を  「報告年度Jと は,1山サ切『]のうち 今 回報告の対象となるイF残をいいます

エネルギーのll用に伴い発生する注整効果ガスを 「輪進Ⅲ苅排出区分」とは自動Jを理送ⅢI莱キについてはlu丹'の本拠の1ヤ
ついては保行する々 物■両又は旅411両のJli!する出室効果ガスを fその他排出区分Jとは上記以外の京都府内における

4「 その他の地球温暖化対策による温室勿央ガスの問JttR年Jの 実績については 討 西ll‖Ⅲ中の空縦の緊予|を記入してください
(例)グ リーン通力の叫入による江生効果ガスのbl滋突撤が ,81:度 5ト ンで 9年度 0トンの場合  19年 度の報告i年の突縦については 18年 度と19年 度の文綺を凛1卜し15トンと,ど人

6 fttFtサFl」には 平 成 2イF度 (1996て ,焚)を 独じとしたJ山いI のヽ対比やエネルギー原単位CO,71」l rl 省ェネ製品開発など他イの温4!勿米ガス排Ⅲl朽」誠へのIrt4j グリーシll逆のj7
,1 奇定フロンなどの条例摘定外の温々//h共ガスの削減などを記入してください
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事 業 者 排 出 量 削 減 報 告 藩 〔ギ

都市右京区太秦異町 1番 地

ネ都府地球温暖化対栄条例第 19条 の規定により提出します。

符疋予栗有の

主たる業種

輸送用機械器具製造業

該当する事業
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京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換算して1‐500キロリットル以上))

京都府地球温暖化対策粂例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又はバス100台以上/タ クシー150台
以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事業者 (二酸化炭素に換算して3,000ト
ン以上))

計 画 期 膚 平成 1 8 年 4 月 ～  平 成 2 0 年 3月

基 本 万 卸 三菱目動車環境指針に基づき、継統的に環境保全に取組み、マネジメント/パフォーマンスの両面におV『て積極的な取組みを進め、
全社目標として工場のC02排 出を平成22年 度末迄に平成2年度比20%以 上の削減を目指す。
(<18>当 所の IS014001の 目的 ・目標に織込み推進中)

推 進 体 制 所長を トッフマネシメント、副所長を環境管理責任者とする I
る。
(<18>前 年同様、所から各部、各課 グ ループヘ落し込み

S014001推 進体制に基づき、各部門毎に毎月の逐夢頑況石亨ア百=丁 ~

月次省エネ会議を開催してフォローアップを実施)
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牛
体
及

年 度 設IH、対象、工程等 措 置 内 容

1 F～ 1 9 生産ライン
<17>0 07%期 滋■t成)

の月以 来ひ生E要 備の非承切吋の4凛 功'硬 氏により電力使用BIを0 1%aJ顔 すo

シリンダーヘット焼範炉―熱処理集約化による一炉停止により電力lr用量を3%削 減する.(<18>控 鈍炉再稼動のあ RI力 最が 1 2%jt加 〉

17～ 19 事務所部門 冷曜房設備の運転管理強化(構内一斉放送によるILほ仲可制度の導入)ttよりfll力使用屋を0 2%削 減する。(<18>o o9%削 減達成〉
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基 LF年 反 (表 積 ノ

(17)年 度

(二酸化炭素換算 (1))

日楳 午 慶 (訂 回 '

(19)年 度

(二級化炭素映算 〈t))

目J慨 卒

(計画)
(%〉

穏 古 午 反 咲 積 ブ

( 1 8 )年度
(=磁化炭素換算 (1)) ”鋪∽A事 実力等フF出区分 102,891 t 96868 t -5,% ?夕o軒t ヤ承ぬ%

B輸 送車両りF出区分 t | : %

Cそ の他フF出区分 t t % t %

υF出合計 1       102,891 t ,        96,868 ! -5?% 4                     9428′ t ヤ柱五%
その1巴の把塚

温暖化対策 に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画) 報告年度 く実績)

眼紐曇学 (二酸化炭素換算 くt 取組曇等

森林の保全及び整備 〈整幡面積 (吸収量〉 t (整備面積| く吸収量〉 t

府内産の木材の利用 (利用最) rnJ (削減R) t (利用壁〉 rn, (削減畳〉 |

自然エネルギーを利用した
電力又は熱の供給

(発電量) XPh 〈hl滋曇〉 ↓ (売電底) (削減生) ↓

(無供給R (H」波tl) t (熱供緒量| (削減量) t

グ リー ン電 力 の 購 入 〔難入f■l) 【vh (倒滋駐) t (B4入量) く削減盛) t

削減量等合計 t t

差引排出量

(排出合舟|―制演導合言1)

基準年度 (実績) 目模年度 (計画) 削披率 (計画) 報告年度 (実績) 仰羨卒 (家縦)

・1      102 Rqi t (IJl て|,     96,868 ↓ ―ら,% “1)(rel                 ?,宏 ′t 字猛5%
特 記 事 壕 1 半 吸 1さ 牛 慎 の 大 頼

0)涯滋処理方法を減圧濃絡方式から涯来沈段方式に変,
(2)自家用発電機の燃料転換によリガス曇を65%Hl減 ‐
2 平 成 19年 度の計画
●)第2鍛進工場の直4焼鈍炉を″にする可「により電力[
(2)第2筋造工場のキ1マルチライン(2rr造技じ を″止1

〔し 週 熱用ガス曇を0 6%臣 t減.
卜るも化力玉で37%増 加 C02排 出丘では11 7%の 削減

亡を1 0%"Ⅲ 減
|るJrにより0 4%常 J減

違   給   究


